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焼津市戸籍住民基本台帳等窓口業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 公募型プロポーザル実施の目的 

  本市で遂行している焼津市戸籍住民基本台帳等取扱窓口における各種申請書の

受付、各種証明書等の作成及び引渡し並びに戸籍及び住民基本台帳の入力業務に関

する業務を民間委託することにより、民間事業者の創意工夫を活用した効率的な業

務の遂行と市民サービスの向上を図ることを目的とする。 

  本実施要領は、本業務を委託するのに最も適した者を公募型プロポーザル方式に

より選定するに当たり、参加要件、選定手続きその他必要な事項を定めるものとす

る。 

 

２ 概要 

 (1) 業務名 

  焼津市戸籍住民基本台帳等窓口業務委託 

 (2) 業務内容 

  別紙「焼津市戸籍住民基本台帳等窓口業務委託仕様書」のとおり 

 (3) 履行期間 

  令和５年 10月１日から令和８年９月 30日まで 

 (4) 予算規模 

  本業務に係る費用の上限は、173,052,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

以内とし、この額を超える提案は受け付けない。 

 (5) 担当部署 

  焼津市役所市民環境部市民課 

  〒425-8502 焼津市本町２丁目 16番 32号（焼津市役所本庁舎２階） 

  電話：054-626-1116  ＦＡＸ：054-626-2187 

  E-mail：shimin@city.yaizu.lg.jp 

 

３ 応募者の参加資格要件 

  焼津市戸籍住民基本台帳等窓口業務委託公募型プロポーザル（以下「本プロポー

ザル」という。）の参加資格を有する者は、公募型プロポーザル参加表明書提出期限

日時点（令和５年５月 17日（水））において、次に掲げる要件を全て満たす者とす

る。なお、本市との契約締結までの間に、次に掲げる要件を一つでも満たさなくな

った場合は、原則として参加資格を取り消すものとする。 

 (1) 平成 25年４月１日以降、人口５万人以上の自治体において戸籍住民記録等の

窓口業務の受託実績が１年以上あること。 

 (2) ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）又は一般財団法人日本情

報経済社会推進協会からプライバシーマークの認証を受けていること。 
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 (3) 本事業の公告日から契約締結日までのいずれの日においても、焼津市競争入札

参加資格停止措置要綱（平成 24年２月７日焼津市告示第 30号）第２条第１項の

規定に基づく指名停止を受けていない者であること。 

 (4) 焼津市競争入札心得（役務）の第 16（入札に参加する資格のないもの）のすべ

てに該当しない者であること。 

 

４ 評価項目及び評価基準 

  別表「審査基準表」のとおり 

 

５ スケジュール（予定） 

項目 実施時期 

公告日 令和５年４月28日（金） 

質問書の受付期間 令和５年４月28日（金）～５月10日（水） 

質問書への回答期限 令和５年５月15日（月） 

参加表明書の提出期限 令和５年５月17日（水） 

参加資格決定通知期限 令和５年５月19日（金） 

提案書等の提出期限 令和５年５月26日（金） 

プロポーザル評価会議 令和５年６月上旬（予定） 

審査結果の公表及び通知 令和５年６月中旬（予定） 

契約締結 令和５年６月下旬まで（予定） 

準備期間 契約締結日翌日～令和５年９月29日（金） 

 ※必要に応じ現場見学には対応する。 

 

 

６ 実施要領の閲覧機関及び閲覧場所 

 (1) 閲覧期間 

  令和５年４月 28日（金）～５月 10日（水） 

  ※市役所閉庁日を除く午前９時から午後５時まで 

 (2) 閲覧場所 

  ２(5)に同じ 

  ※焼津市ホームページからダウンロードすることもできる。 

 

７ 質問の受付及び回答 

  本プロポーザルに関する質問は、参加表明書、業務提案書等の作成及び提出に関

する事項並びに本業務に関する事項に限るものとし、評価及び審査に関する質問並

びに提案内容に関する質問は受け付けない。 

 (1) 提出期限 

  令和５年５月 10日（水）午後５時（必着） 
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 (2) 提出先 

  ２(5)の E-mail宛 

 (3) 提出方法 

  様式６「質問書」により、電子メールで提出 

  ※電子メールを送信した時は、その旨を電話にて連絡をする。 

 (4) 回答方法 

  令和５年５月 15 日（月）までに、参加表明書を提出した全事業者に電子メール

で回答する。 

 

８ 参加表明書等の提出 

  本プロポーザルに参加しようとする者は、提出期限までに次の書類を提出する。 

 (1) 提出期限 

  令和５年５月 17日（水）午後５時（必着） 

 (2) 提出先 

  ２(5)に同じ 

 (3) 提出方法 

  持参又は郵送（郵送の場合は、提出期限必着とする。） 

  ※持参の場合は、市役所閉庁日を除く午前９時から午後５時まで 

 (4) 提出書類 

  ア 様式１「参加表明書」 

  イ 様式２「事業者概要書」 

  ウ 様式３「事業者業務実績表」 

  エ 法人・商業登記現在事項証明書又は履歴事項全部証明書（写しでも可 発行

日から３か月以内のもの） 

  オ 直近１事業年度分の賃借対照表、損益計算書及び資本等変動計算書の写し 

  カ 納税証明書（写しでも可） 

   ※法人税、消費税、地方税について未納がないことを証明するもの 

  キ 代表者印の印鑑登録証証明書（発行日から３か月以内のもの） 

  ク プライバシーマーク又はＩＳＭＳの認証を受けていることを証明する書類

の写し 

 ※焼津市競争参加資格者の資格に関する要綱に基づき、有資格者名簿に登録をして

いる者については、上記のエからキを省略することができる。 

 

９ 参加資格決定通知 

  市は、参加表明書等を提出した全事業所に対し、その内容を審査し、通知するも

のとする。 

 (1) 通知期限 

  令和５年５月 19日（金） 
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 (2) 通知方法 

  様式４「参加資格決定通知書」により、電子メールで通知する。 

 (3) その他 

  ア 参加資格がないと認められた事業者は、その理由について通知を受けた日の

翌日から起算して５日（土日祝休日等を除く。）以内に書面により説明を求め

ることができる。市は説明を求めることができる最終日の翌日から起算して

10日以内に書面により回答する。なお、期限後の質問は受け付けない。 

  イ 提出書類に不備等があった場合は、失格とする。 

 

10 参加表明後の辞退 

  参加表明書提出後に参加を取りやめる場合は、様式７「参加辞退届」を令和５年

５月 26 日（金）までに提出する。なお、参加を辞退した場合も、以後における不

利益は生じない。 

 

11 業務提案書等の提出 

 (1) 提出期限 

  令和５年５月 26日（金）午後５時（必着） 

  ※参加表明書を提出した事業者であっても、提出期限までに業務提案書等を提出

しなかった場合は、本プロポーザルへの参加を辞退したものとする。 

 (2) 提出先 

  ２(5)に同じ 

 (3) 提出方法 

  持参又は郵送（郵送の場合は、提出期限必着とする。） 

  ※持参の場合は、市役所閉庁日を除く午前９時から午後５時まで 

 (4) 提出書類 

  ア 様式５「業務提案書」     正本１部・副本８部 

  イ 業務提案書（任意の様式）   正本１部・副本８部 

  ウ 見積書及び内訳書（任意の様式）正本１部・副本８部 

 (5) 提出書類作成上の注意 

  ア 業務提案書については、業務ごとに人員の配置体制を明記するとともに、４

に掲げる評価項目が表現されたものであること。 

  イ 様式５に添付する任意様式については、基本的な考え方を簡潔に記述し、Ａ

４（縦、横）、使用するフォントは 12pt以上とし、各ページに通し番号を振る

こと。 

  ウ 参考見積書及び内訳書は、業務提案書の内容に基づき、本業務の実施に必要

となる費用を算出し、見積りの内容が分かるように記載すること。なお、消費

税及び地方消費税を含む額とすること。 
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12 優先交渉権者の選定及び審査結果の公表 

  本業務の受注者選考にあたり、焼津市職員で組織する「焼津市戸籍住民基本台帳

等窓口業務委託公募型プロポーザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）」に

おいて、別表「審査基準表」の項目について、提出された業務提案書等の書類を公

平かつ客観的に評価し、提案価格と併せて、優先交渉権者を選定する。 

 (1) 複数の提案者において評価点と提案価格が同じであった場合 

  くじにて優先交渉権者を決定する。なお、当該くじについては、辞退はできない

ものとする。 

 (2) 審査結果の通知 

  令和５年６月中旬までに、選定事業者には優先交渉権者に選定された旨の通知書

を、それ以外の事業者には不採用の通知書を送付する。 

 (3) 審査結果の公表 

  審査委員会における審査及び評価の結果については、最優秀提案事業者及び次点

事業者のみ本市ホームページで公表する。 

 

13 契約について 

 (1) 契約の交渉 

  優先交渉権者と契約交渉を行った上、合意が得られた時点で、随意契約による契

約を締結する。契約の際は、改めて見積書を提出するものとする。 

 (2) 優先交渉権者との交渉が不調に終わったときは、次点者と同様の交渉を行うこ

ととし、以下同様とする。 

 

14 その他 

 (1) 資料等の作成等、本プロポーザルに要する費用は、すべて提案者の負担とする。 

 (2) 書類等の作成に用いる用語、通貨及び単位は、日本語、日本通貨、日本の標準

時及び計量法（平成４年法律第 51 号）に定める単位とし、説明文は平易な表現

に心がけること。 

 (3) 提出後の書類については変更できないものとし、採用、不採用にかかわらず提

返却しない。ただし、市が審査に必要と判断したときは、追加の資料の提出を求

める場合がある。 

 (4) 提出書類等の著作権は、本市に帰属することとする。ただし、本市と契約を締

結しなかった提案者が提出した書類の著作権については提案者に帰属するもの

とする。 

 (5) 本プロポーザルに関連して市から得た資料及び情報等の取扱いには十分注意

するとともに、無断で提案に係る目的以外で使用することを禁止する。 

 (6) 本プロポーザルに係る提出書類は、焼津市情報公開条例（平成 18年焼津市条

例第２号）に基づき、情報公開の対象となる。 
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別表「審査基準表」 

 

評価項目 評価内容 配点 

経営方針 
・会社の経営理念 

・本業務の管理責任者がその役割を理解しているか 
10 

受託実績 ・業務の受託実績（受託年数、受託業務等） 5 

管理運営 

・従業員の安定的な確保 

・従事者への教育及び研修体制 

・従業員の給与及び福利厚生に関する法令遵守 

15 

実施体制 

・職員体制や配置人員（通常期、繁忙期、閑散期の人員体制） 

・業務責任者・副責任者の役割 

・窓口における苦情処理等への対応 

・現金の取扱い 

20 

業務の効率化 

・業務改善や効率化を図る提案 

・業務手順書の定期的な見直し 

・類似団体における実績を生かし提案するしくみ 

・従事者からの提案を受け入れるしくみ 

20 

個人情報等 

・個人情報の保護及び情報セキュリティに対する研修体制 

・セキュリティリスクに対する対応策 

・情報セキュリティ監査 

15 

その他 ・焼津市の地域経済への貢献（市内在住者の雇用） 5 

提案価格 ・見積価格や積算根拠に妥当性や明確性があり適切か。 10 

計 100 

 


